
令和２年度一般会計・特別会計・企業会計決算の概要 

一般会計

１ 決算規模 

歳入総額  ３７７億３,０４１万円 （前年度比２０.３％）

前年度 ３１３億６,７３５万円

歳出総額  ３６６億５,６０９万円 （前年度比２１.５％）

前年度 ３０１億７,３３５万円

＊表示単位未満四捨五入

歳入総額は３７７億３,０４１万円で、前年度に比べ６３億６,３０６万円、２０.３％の増加となり

ました。

歳出総額は３６６億５,６０９万円で、前年度に比べ６４億８,２７３万円、２１.５％の増加となり

ました。

この結果、繰越事業に充当される財源２億４,１２１万円を除くと、実質収支額は８億３,３１１万

円となりました。

〔単位：千円、％〕

区 分 ２年度 元年度 増減額 増減率 ３０年度 

歳入総額 ３７,７３０,４１０ ３１,３６７,３５３ ６,３６３,０５７ ２０.３ ３１,２４２,８６５ 

歳出総額 ３６,６５６,０８７ ３０,１７３,３５５ ６,４８２,７３２ ２１.５ ２８,９９０,３５４ 

歳入歳出差引 １,０７４,３２３ １,１９３,９９８ △１１９,６７５ △１０.０ ２,２５２,５１１ 

翌年度へ繰り越すべ

き財源 
２４１,２１３ ３２６,９０６ △８５,６９３ △２６.２ ９０７,７０７ 

実質収支額 ８３３,１１０ ８６７,０９２ △３３,９８２ △３.９ １,３４４,８０４ 

２ 歳入決算の特徴 

〔 〕内の数値は、対前年度比の増減率、増減額

（１）市税 

市税は１４１億３千５百万円〔△13.1％、△21.3 億円〕で、そのうち法人市民税は、法人市

民税率引下げなどの影響により２０億９百万円〔△46.9％、△17.8 億円〕となりました。

（２）地方交付税 

地方交付税は１０億６千４百万円で、〔26.4％、2.2 億円〕で、そのうち普通交付税は、旧渥

美町の合併算定替の縮減の影響があったものの、幼児教育・保育無償化の普通交付税への補填

措置等により７億３千９百万円[66.2％、1.6 億円]となりました。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金は９６億７千３百万円〔301.8％、72.7 億円〕で、特別定額給付事業費補助金や新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの新型コロナウイルス感染症対策に係る補助

金のほか、施設型給付費国庫負担金などの増により大幅な増加となりました。 

（４）県支出金 

県支出金は１８億６千７百万円〔△16.3％、△3.6 億円〕で、経営体育成支援事業助成金等の

減少により減少となりました。 

（５）繰入金 

繰入金は５億６千８百万円〔△34.5％、△3.0 億円〕で、財政調整基金からの繰入れが増加し

たものの、炭生館の取得などに伴う大規模事業推進基金からの繰入れが減少したため減少とな

りました。 
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（６）市債 

市債は５０億１千万円〔98.0％、24.8 億円〕で、田原斎場や伊良湖岬小学校の整備等の大規

模事業の実施、また、減収補填債の借入れにより増加となりました。

３ 歳出決算の特徴と主な事業

（１）総務費 

総務費は９４億６千６百万円〔228.0％、65.8 億円〕で、特別定額給付金支給事業やたはら暮

らし応援商品券交付事業等の増加により大幅な増加となりました。 

決算額

（対前年度伸び率） 

特別定額給付金支給事業 ６１億５千４百万円

（皆増）

たはら暮らし応援商品券交付事業 ６億２千３百万円

（皆増）

（２）民生費 

民生費は８４億３千３百万円〔△0.3％、△0.3 億円〕で、認定こども園の施設整備への補助

金等が減少したものの、子育て世帯やひとり親世帯への臨時特別給付金等の増加により、ほぼ

横ばいとなりました。 

認定こども園施設整備支援事業（赤羽根こども園の建設

用地取得）

１億５千万円

（61.7%減）

子育て世帯への臨時特別給付金支給事業 ７千９百万円

（皆増）

ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 ５千９百万円

（皆増）

（３）衛生費 

衛生費は４９億６千５百万円〔18.3％、7.7 億円〕で、炭生館の取得費が減少したものの田原

斎場の整備、し尿処理施設整備事業等の増加により増加となりました。 

斎場整備事業（田原斎場） １６億１千５百万円

（119.3%増）

し尿処理施設整備事業 ４億１千万円

（610.7%増）

地域医療確保対策事業 ５億６千５百万円

（66.6%増）

（４）農林水産業費 

農林水産業費は１５億６千８百万円〔△36.4％、△9.0億円〕で、新型コロナウイルス感染

症の影響を受けた花き農業者への継続支援補助金等が増加したものの、下水道事業の公営企業

化に伴いに農業集落排水事業特別会計繰出金の減少、台風により被災した農業者への補助金の

減少等により減少となりました。 

農業経営活性化（田原市農業継続支援補助金など） ３億２千７百万円

（46.2%減）

排水機場等維持事業 １億１千４百万円

（18.4%増）

2



多面的機能支払事業 １億９千８百万円

（5.6%減）

（５）商工費 

商工費は８億２千３百万円〔17.7％、1.2 億円〕で、新型コロナウイルス感染症対策中小企業 

支援事業の増加などにより増加となりました。 

新型コロナウイルス感染症対策中小企業支援事業（感染症対策

休業協力金など）

１億９千８百万円

（皆増）

温泉資源の活用 ９千２百万円

（45.4%増）

商業団体支援事業（新型コロナウイルス感染症対策対応事業者

支援事業など）

１億２百万円

（84.0%増）

（６）土木費 

土木費は３１億２千７百万円〔11.6％、3.3 億円〕で、下水道事業の公営企業化に伴う農業集 

落排水事業分の補助金の増加などにより増加となりました。 

赤羽根地区土地区画整理（赤羽根市街地の整備） ２億６千５百万円

（313.7%増）

下水道事業会計繰出事務 ８億２千万円

（11.3%減）

道路整備（道路改良・幹線道路整備など） ５億６千６百万円

（21.4%増）

（７）消防費 

消防費は１４億８百万円〔2.3％、0.3 億円〕で、防災施設整備等の増加により増加となりま

した。 

防災施設整備（都市防災）（津波避難施設整備） １億７百万円

（20,427.4%増）

消防団施設整備事業（消防団詰所など） ６千６百万円

（951.1%増）

（８）教育費 

教育費は４３億９千７百万円〔△5.8％、△2.7 億円〕で、GIGA スクール構想の実現に向けた

情報通信ネットワークの整備や伊良湖岬小学校の新築工事等は増加したものの、市内小中学校

の空調設備設置工事の完了等により減少となりました。 

小中学校管理運営（屋内運動場改修工事など） ６億３千６百万円

（57.9％減）

伊良湖岬小学校整備 １０億８千８百万円

（160.6％増）

小中学校情報教育整備（GIGA スクール構想対応など） ２億８千６百万円

（551.7%増）

（９）公債費

公債費は２２億３千８百万円〔△5.2％、△1.2 億円〕で、過去に借り入れた高金利の市債の

償還終了等により減少したものの、令和２年度における借入れの大幅な増加により、令和２年

度末の市債残高は２０４億１千２百万円〔16.3％、28.6 億円〕となりました。
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特別会計

国民健康保険、田原福祉専門学校及び後期高齢者医療の３特別会計の決算総額は、次のとおりで

す。

歳入決算額は８７億６,７０９万円で、前年度に比べ２５億２,５８６万円の減少となりました。歳

出決算額は８６億５,２１５万円で、前年度に比べ２３億４,９４５万円の減少となりました。

歳入歳出の大幅な減少は、公共下水道特別会計と農業集落排水特別会計が令和２年度より企業会

計へ移行したことが要因となっています。

（単位：千円、％）

会 計 

決   算   額 

歳  入 歳  出 

２年度 元年度 増減率 ２年度 元年度 増減率 

国民健康保険 7,849,040 7,970,454 △1.5 7,736,411 7,894,131 △2.0 

公共下水道事業  － 1,671,317 皆減 － 1,555,580 皆減 

農業集落排水事業 － 760,641 皆減 － 663,647 皆減 

田原福祉専門学校 97,951 96,661 1.3 97,951 96,653 △1.3 

後期高齢者医療 820,097 793,874 3.3 817,783 791,853 3.3 

計 8,767,088 11,292,947 △22.4 8,652,145 11,001,594 △21.4 

◆一般会計及び特別会計の決算規模（企業会計を除く） 

歳入総額  ４６４億９,７５０万円（前年度比9.0％） 

           前年度 ４２６億６,０３０万円 

  歳出総額  ４５３億 ８２３万円（前年度比10.0％） 

           前年度 ４１１億７,４９５万円 

企業会計

 水道事業会計 

 消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２年度 元年度 増減額 増減率 

収益的収入 1,242,907 1,270,733 △27,826 △2.2 

収益的支出 1,203,822 1,213,351 △9,529 △0.8 

差引 39,085 57,382 △18,297 △31.9 

資本的収入 316,550 261,901 54,649 20.9 

資本的支出 578,088 565,993 12,095 2.1 

差引 △261,538 △304,092 42,554 △14.0 
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下水道事業会計 

 消費税等込み（単位：千円、％） 

区分 ２年度 元年度 増減額 増減率 

収益的収入 2,775,209 － － －

収益的支出 2,727,948 － － －

差引 47,261 － － －

資本的収入 1,018,855 － － －

資本的支出 1,457,605 － － －

差引 △438,750 － － －

※令和２年度より公共下水道事業特別会計及び農業集落排水事業特別会計が企業会計へ移行 

しているため、令和元年度は「－」表示になっている。 

健全化判断比率及び資金不足比率 

（単位：％）

区分 ２年度 元年度 早期健全化基準（注） 財政再生基準 

実質赤字比率 － － １２．５９ ２０．００ 

連結実質赤字比率 － － １７．５９ ３０．００ 

実質公債費比率 ４．９ ５．５ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 － － ３５０．０  

資金不足比率（水道

事業、下水道事業） 

－ － ２０．００  

（注）資金不足比率については、「経営健全化基準」となります。

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「―」表示は、実質赤字及び連結実質赤字がないことを表

します。

将来負担比率の「―」表示は、将来負担額を充当可能財源額が上回っていることを表します。

資金不足比率の「―」表示は、資金不足が生じていないことを表します。

いずれの数値も早期健全化基準等を下回るため、健全な財政状況であると言えます。
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予算現額に対する

歳　入

39,803,228 37,730,410 36,656,087 94.8

9,084,012 8,767,088 8,652,145 96.5

8,089,688 7,849,040 7,736,411 97.0

102,008 97,951 97,951 96.0

892,316 820,097 817,783 91.9

48,887,240 46,497,498 45,308,232 95.1合　　　　計

歳出総額（Ｂ）歳入総額（Ａ）

田原福祉専門学校

予算現額

後 期 高 齢 者 医 療

令　和　２　年　度　会　　　

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険
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（単位：千円）

決算額の比率（％） 歳入歳出差引額 翌年度へ繰り越す 実質収支 単年度収支 令和元年度

歳　出 (Ａ)－(Ｂ)　　(Ｃ) べき財源　（Ｄ） (Ｃ)－(Ｄ) 　 (Ｅ) (Ｅ)－(Ｆ) 実質収支 (Ｆ)

92.1 1,074,323 241,213 833,110  33,982 867,092

95.2 114,943 0 114,943 36,321 78,622

95.6 112,629 0 112,629 36,306 76,323

96.0 0 0 0  8 8

91.6 2,314 0 2,314 23 2,291

92.7 1,189,266 241,213 948,053 2,339 945,714

　計　別　決　算　額
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一　般　会　計　歳　入　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 市 税 14,135,412 37.5  13.1 16,263,426 51.9

2 地 方 譲 与 税 447,528 1.2 0.3 446,154 1.4

3 利 子 割 交 付 金 9,843 0.0 10.8 8,881 0.0

4 配 当 割 交 付 金 57,656 0.2  6.8 61,842 0.2

5
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

54,467 0.1 69.9 32,051 0.1

6 法人事業税交付金 408,536 1.1 皆増 － －

7
地 方 消 費 税
交 付 金

1,415,285 3.8 21.6 1,163,431 3.7

8
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

10,757 0.0  3.3 11,123 0.0

9 環境性能割交付金 82,423 0.2 116.0 38,150 0.1

10 地 方 特 例 交 付 金 90,580 0.2  67.0 274,438 0.9

11 地 方 交 付 税 1,063,861 2.8 26.4 841,429 2.7

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

11,139 0.0 7.7 10,346 0.0

13
分 担 金 及 び
負 担 金

30,130 0.1 31.7 22,882 0.1

14
使 用 料 及 び
手 数 料

507,519 1.3  25.3 679,432 2.2

15 国 庫 支 出 金 9,672,932 25.6 301.8 2,407,279 7.7

16 県 支 出 金 1,866,974 5.0  16.3 2,231,874 7.1

17 財 産 収 入 91,949 0.2  32.4 136,095 0.4

18 寄 附 金 115,433 0.3 19.7 96,447 0.3

19 繰 入 金 568,463 1.5  34.5 867,873 2.8

20 繰 越 金 1,194,657 3.2  41.8 2,052,511 6.5

21 諸 収 入 885,266 2.4  17.1 1,068,399 3.4

22 市 債 5,009,600 13.3 98.0 2,529,600 8.1

0
自 動 車 取 得 税
交 付 金

－ － 皆減 123,690 0.4

37,730,410 100.0 20.3 31,367,353 100.0

39,803,228 18.9 33,479,634

 2,072,818  1.9  2,112,281

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越財源充当額」を含む。

区　　　　分

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度

予算現額（Ｂ）

差引（Ａ）－（Ｂ）

歳入合計（Ａ）
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一　般　会　計　歳　出　決　算　額　
（単位：千円）

決　算　額 構成比(％)
対前年度
伸率（％）

決　算　額 構成比(％)

1 209,890 0.6  9.3 231,444 0.8

2 9,465,928 25.8 228.0 2,885,811 9.6

3 8,433,498 23.0  0.3 8,461,999 28.0

4 4,965,224 13.5 18.3 4,197,729 13.9

5 20,342 0.1  19.1 25,157 0.1

6 1,568,314 4.3  36.4 2,466,907 8.2

7 823,418 2.3 17.7 699,577 2.3

8 3,126,934 8.5 11.6 2,801,572 9.3

9 1,407,821 3.8 2.3 1,376,505 4.5

10 4,396,653 12.0  5.8 4,666,079 15.5

11 0 0.0 0.0 0 0.0

12 2,238,065 6.1  5.2 2,360,575 7.8

13 0 0.0 0.0 0 0.0

14 0 0.0 0.0 0 0.0

36,656,087 100.0 21.5 30,173,355 100.0

39,803,228 18.9 33,479,634

3,147,141  4.8 3,306,279

1,322,121  29.0 1,863,210

1,825,020 26.5 1,443,069

※ 予算現額には、「継続費及び繰越事業費繰越額」を含む。

令 和 元 年 度

区　　　　分

令 和 ２ 年 度

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳出合計（Ａ）

予算現額（Ｂ）

差引 (Ｂ)－(Ａ)＝(Ｃ)

（Ｃ）の
内　 訳

翌年度
繰越額

不用額

9



（単位：千円）

区　分 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度
前年比
増減

個人市民税 3,703,266 3,887,843 3,885,163 3,814,760 3,581,557 △ 6.1

法人市民税 4,476,872 2,724,634 5,031,006 3,784,248 2,008,993 △ 46.9

市民税 計 8,180,138 6,612,477 8,916,169 7,599,008 5,590,550 △ 26.4

固定資産税 7,672,337 7,620,635 7,599,804 7,445,093 7,363,554 △ 1.1

軽自動車税 199,800 207,093 214,144 225,542 239,502 6.2

市たばこ税 439,357 412,487 404,139 448,242 406,309 △ 9.4

鉱産税 125 154 134 130 56 △ 56.9

特別土地保有税 0 0 0 0 0 －

入湯税 19,748 22,769 22,838 22,265 6,612 △ 70.3

都市計画税 531,334 531,638 522,007 523,146 528,829 1.1

市税 合計 17,042,839 15,407,253 17,679,235 16,263,426 14,135,412 △ 13.1

市税の推移
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平成３０年度 令和元年度 令和２年度

基 準 財 政 需 要 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 12,346,223 13,318,342 13,625,097

基 準 財 政 収 入 額
（ 一 本 算 定 ）

（千円） 11,944,583 14,436,171 13,391,140

0.97 1.08 0.98

1.09 1.06 1.01

普 通 交 付 税 交 付 額
（ 合 併 算 定 替 ）

（千円） 1,706,167 576,695 739,473

臨時財政対策債発行可能額 （千円） 305,270 86,776 115,146

標準財政規模（臨時財政
対策債発行可能額含む）

（千円） 17,435,683 19,367,375 18,069,025

実 質 収 支 比 率 （％） 7.7 4.5 4.6

78.0 87.7 90.3

(79.2) (88.2) (96.7)

積 立 金 現 在 高 （千円） 14,445,238 14,193,390 14,391,847

う ち 財 政 調 整 基 金
現 在 高

（千円） 7,460,757 7,674,313 7,583,667

土 地 開 発 基 金 （千円） 2,802,265 2,804,624 2,806,457

農 地 保 有 合 理 化 基 金 （千円） 100,619 100,659 0

地 方 債 現 在 高 （千円） 17,270,442 17,551,314 20,412,402

債 務 負 担 行 為
翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額

（千円） 10,641,698 12,513,744 11,152,099

経 常 収 支 比 率 （％）

※ 経常収支比率の括弧内は、減収補 債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除
    いた比率である。

財政指数等

区　　　　分

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ）

財 政 力 指 数 （ ３ か 年 平 均 ）
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令和元年度末 令和２年度 差引現在高

現 在 高 発 行 額 Ａ＋Ｂ－Ｃ

Ａ Ｂ 元　　金 利子 計
　 Ｃ Ｄ

政府資金 8,093,916 306,700 977,783 48,338 1,026,121 7,422,833

地方公共団
体金融機構

143,537 1,079,700 47,641 563 48,204 1,175,596

市中金融機
関

7,769,205 3,511,200 914,398 30,681 945,079 10,366,007

共済等 1,544,656 112,000 208,690 9,971 218,661 1,447,966

17,551,314 5,009,600 2,148,512 89,553 2,238,065 20,412,402

政府資金 197,781 100,000 4,589 863 5,452 293,192

197,781 100,000 4,589 863 5,452 293,192

政府資金 5,825,116 490,500 427,937 73,088 501,025 5,887,679

地方公共団
体金融機構

1,449,699 0 143,726 28,492 172,218 1,305,973

市中金融機
関

198,674 27,000 15,446 537 15,983 210,228

7,473,489 517,500 587,109 102,117 689,226 7,403,880

政府資金 2,106,967 119,800 137,581 21,620 159,201 2,089,186

地方公共団
体金融機構

618,559 0 58,854 12,962 71,816 559,705

市中金融機
関

83,080 0 9,600 191 9,791 73,480

2,808,606 119,800 206,035 34,773 240,808 2,722,371

28,031,190 5,746,900 2,946,245 227,306 3,173,551 30,831,845

市債現在高の状況
　（単位：千円）

会計 区分
令和２年度元利償還額

下水道事
業会計
（農業集
落排水事
業）

小計

合　計

一般会計

小計

水道事業
会計

小計

下水道事
業会計
（公共下
水道事
業）

小計
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（R3.5.31現在）

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

7,672,085 7,581,439

 有価証券
（株式:取得価格）

2,228 2,228

計 7,674,313 7,583,667

 教育文化振興基金  現金預金 112,941 112,941

 緑化推進基金  現金預金 149,799 147,796

 国際交流振興基金  現金預金 193,587 193,236

 大規模事業推進基金  現金預金 2,631,370 2,488,780

 地域福祉基金  現金預金 302,326 241,487

 国民健康保険基金  現金預金 500,146 240,947

 臨海緑化基金  現金預金 608,701 576,074

 災害対策基金  現金預金 1,007,194 1,002,981

 市民協働まちづくり基金  現金預金 985,006 985,008

 ふるさと応援基金  現金預金 88,865 109,826

 地域医療推進基金  現金預金 433,099 930,709

 森林環境保全推進基金  現金預金 6,189 19,342

7,019,223 7,049,127

　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円　　　　　　　 千円

1,794,952 1,200,410

 田原市土地開
 発公社貸付金

353,125 339,286

 運用金 0 600,000

 土地 656,537 666,761

計 2,804,614 2,806,457

 現金預金 100,659 0

 土地 0 0

計 100,659 0

2,905,273 2,806,457

＊出納整理期間中の増減を含む。

 財政調整基金

 現金預金
△ 90,646

0

△ 90,646

基金残高の状況

 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

特

定

目

的

基

金

0

△ 2,003

△ 351

△ 142,590

△ 60,839

△ 259,199

△ 32,627

△ 4,213

2

20,961

497,610

13,153

特定目的基金　計 29,904

定
額
運
用
基
金

 土地開発基金

 現金預金
△ 594,542

△ 13,839

10,224

1,843

 農地保有合理化基金

△ 100,659

0

△ 100,659

合　計 △ 98,816

＊有価証券（株式・債券）は、取得価格で表す。

600,000

決算年度末現在高 区          分 前年度末現在高 決算年度中増減高
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